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上 場 会 社 名       　株式会社 パルコ 　　　　                   上場取引所　東京証券取引所第一部

コ ー ド 番 号         8251                                         本社所在都道府県　東京都
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代 表 者         役職名  代表取締役社長         氏名  伊東  勇
問合せ先責任者  役職名　執行役員財務統括局長   氏名  平出　浩朗     ＴＥＬ　(03)3477－5791
決算取締役会開催日　平成　15 年　 4 月　23 日                   中間配当制度の有無            有

定時株主総会開催日　平成　15 年　 5 月　24 日　　　　　　　　　 単元株制度採用の有無　有（1単元 1,000 株）

１． 15 年 2月期の業績(平成14年 3月 1日～平成15 年 2月 28 日)

(1)経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記載金額は百万円未満を切り捨て表示）

売 上 高    営業利益 経常利益

15年 2月期
14年 2月期

百万円　　　％

           244,936（△ 1.4）

           248,525（   1.0）

百万円　　　％

             7,371（   6.4）

             6,929（  10.1）

百万円　　　％

             6,352（  11.1）

             5,719（  17.1）

当期純利益
1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

15年 2月期
14年 2月期

百万円　　　％

      　1,401（   24.3）

        1,127（     －）

円　銭

     18  27

     15  80

円　銭

     17  41

     14  06

％

     2.4

　   2.1

％

     3.1

     2.7

％

     2.6

     2.3
(注)①期中平均株式数       15 年 2 月期      76,718,190 株            14 年 2 月期      71,365,687 株
　  ②会計処理の方法の変更　  無
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

1 株当たり年間配当金

中　間 期　末

配当金総額

(年　間)
配当性向

株主資本

配 当 率    

15 年 2月期
14年 2月期

　円　銭

      8  00

      8  00

円　銭

      4  00

      4  00

　円　銭

      4  00

      4  00

百万円

           616

           588

％

      44.0

      52.2

％

       1.1

       1.0

(3)財政状態

総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

15年 2月期
14年 2月期

百万円

                201,572

                202,846

百万円

                58,737

                57,419

％

           29.1

           28.3

円　　銭

        763   45

        762   81

(注)①期末発行済株式数     15 年 2 月期      76,937,886 株             14 年 2 月期      75,274,045 株

　　②期末自己株式数　　   15 年 2 月期　　　 1,368,396 株             14 年 2 月期          20,981 株

２．16年 2月期の業績予想(平成15 年 3 月 1 日～平成16 年 2 月 29日)

１株当たり年間配当金
売 上 高    営業利益 経常利益 当期純利益

中　間 期　末

中間期
通　期

     百万円

    119,700

    245,000

    百万円

   3,650

   7,400

  百万円

 3,150

 6,360

  百万円

     700

   1,550

円　銭
        4     00
―――――

円　銭
―――――

        4    00

円　銭
―――――

        8    00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　　20 円 15 銭

(注)上記の業績予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、予測を含んで記載しております。実際の業績は今後様々

   な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。なお上記の業績予想に関する事項は、添付資料の 6 ペ

   ージを参照してください。
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貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　期　　　別

科　　　目

当事業年度末

（平成１５年２月２８日）

前事業年度末

（平成１４年２月２８日）
増  減

     （資産の部）

Ⅰ　　流動資産
　　  現金及び預金

　　　受取手形
　　　営業未収金

　　　製品

　　　仕掛品
　　　貯蔵品

　　　前渡金
　　　前払費用

　　　短期貸付金

      関係会社短期貸付金
　　　繰延税金資産

　　　その他
　　　貸倒引当金

                          
                     １２，７１３

１１

５，６８０
１８９

１０
１２

１１９

６６３
１９

６，２７０
９６２

１，１８３

△１，８０１

                                          
          ８，０１３

９４

５，７４８

２１２
９

３０
３２

６２２

５７
５，２３５

９１７
１，５６４

△１，８８７

４，７００
△８２

△６７

△２２
１

△１８
８６

４０

△３７
１，０３５

４５
△３８０

８６

      流動資産合計 ２６，０３６ ２０，６４９ ５，３８６

Ⅱ　　固定資産

１ 有形固定資産

　　　建物
　　　構築物

　　　機械及び装置
　　　車両運搬具

　　　器具及び備品

　　　土地
      建設仮勘定

２ 無形固定資産
      営業権

　　　借地権

　　　ソフトウェア
　　　その他

３ 投資その他の資産

　　　投資有価証券

      関係会社株式
　　　出資金

　　　長期貸付金
　　　長期前払費用

　　　差入保証金・敷金

　　　繰延税金資産
　　　その他

　　　貸倒引当金

※1
※3

※3

７９，１８６

３８，１８９
５２８

２３４
４

８３７

３９，３９２
－

１２，６８８

１，１２８
１１，０１４

２１９
３２６

８３，６６０

７，６９５
１２，６６８

５
１，０３４

１，２０９

５６，４８６
２，３２１

２，３２３
△８４

８０，２８０

３８，９４１
５７４

２１７
７

７４８

３９，４００
３９０

１３，１１４

１，５０４
１０，９４３

３０５
３６０

８８，８０２

１０，６９０
１２，４１３

５
１，０１７

１，２８２

５９，５６０
３，２６９

６３４
△７１

△１，０９３

△７５２
△４５

１７
△２

８９

△８
△３９０

△４２５

△３７６
７１

△８６
△３４

△５，１４２

△２，９９４
２５４

－
１７

△７３

△３，０７４
△９４７

１，６８９
△１３

　　　固定資産合計 １７５，５３５ １８２，１９６ △６，６６１

      資産合計 ２０１，５７２ ２０２，８４６ △１，２７４
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貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　期　　　別

科　　　目

当事業年度末

（平成１５年２月２８日）

前事業年度末

（平成１４年２月２８日）
増  減

    （負債の部）

Ⅰ　　流動負債
　　　支払手形

　　　営業未払金
　　　短期借入金

      一年以内返済予定長期借入金 ※3
　　　未払金                 ※2
　　　未払法人税等

　　　未払費用
      前受金

      預り金

      賞与引当金
      返品調整引当金

      単行本在庫調整引当金
      一年以内償還社債

      一年以内返済受入保証金

      その他

８９１

１４，１４３
１０，８３０

１０，７５３

４，４５９

３６４
８２９

１８９
２４８

５３４

１０
６５

２，０００
２，３３３

１６１

                  
９４４

１４，２０５
１１，９３０

１４，２３９

５，１０９

１４５
９０１

２０９
２８８

５３４

９
７７

１０，０００
３，６７４

３７５

△５３

△６１
△１，１００

△３，４８５

△６５０

２１８
△７２

△１９
△３９

０

０
△１１

△８，０００
△１，３４０

△２１３

　　　流動負債合計 ４７，８１６ ６２，６４３ △１４，８２７

Ⅱ　　固定負債

　　　社債
　　　転換社債

　　　長期借入金              ※3
      退職給付引当金

　　　役員退職慰労引当金

      債務保証損失引当金
　　　受入保証金

１２，０００
１，３３７

３４，０４７
１７５

３０６

３５０
４６，８０１

２，０００
２，６７４

２７，２４６
１６２

３０５

３５０
５０，０４６

１０，０００
△１，３３７

６，８０１
１３

１

－
△３，２４４

　　　固定負債合計 ９５，０１８ ８２，７８３ １２，２３４

      負債合計 １４２，８３４ １４５，４２７ △２，５９２

    （資本の部）

Ⅰ　　資本金

Ⅱ　　資本剰余金
      資本準備金

Ⅲ　　利益剰余金
   　 利益準備金

   　 任意積立金

      当期未処分利益
Ⅳ　　その他有価証券評価差額金

Ⅴ     自己株式

※5

※6

２５，８９２
２５，３１８

２５，３１８

８，６８６
６８１

６，２６１
１，７４４

△４４７

△７１２

－
－

－

－
－

－
－

－

－

２５，８９２
２５，３１８

２５，３１８

８，６８６
６８１

６，２６１
１，７４４

△４４７

△７１２

      資本合計 ５８，７３７ － ５８，７３７

    （資本の部）
Ⅰ　　資本金

Ⅱ　　資本準備金
Ⅲ　　利益準備金

Ⅳ    その他の剰余金

   　 任意積立金
      当期未処分利益

Ⅴ    その他有価証券評価差額金
Ⅵ    自己株式

－

－
－

－
－

－

－
－

２５，２２４

２４，６４９
６８１

７，２５４
６，０１１

１，２４３

△３７８
△１１

△２５，２２４

△２４，６４９
△６８１

△７，２５４
△６，０１１

△１，２４３

３７８
１１

      資本合計 － ５７，４１９ △５７，４１９

      負債及び資本合計 ２０１，５７２ ２０２，８４６ △１，２７４
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損 益 計 算 書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目

当事業年度

(自平成１４年３月　１日
 至平成１５年２月２８日)

前事業年度

(自平成１３年３月　１日
 至平成１４年２月２８日)

増     減

Ⅰ　　売上高
　　　専門店売上高

　　　その他の売上高

　　　売上高計

Ⅱ　　売上原価
　　　専門店仕入高

　　　その他の売上原価
　　　売上原価計

２３９，９７１

４，９６５
２４４，９３６

２１２，２８９

３，６３６
２１５，９２５

２４２，７５３

５，７７１
２４８，５２５

２１５，２９４

４，５１３
２１９，８０８

△２，７８２

△８０６
△３，５８８

△３，００５

△８７６
△３，８８２

　　　売上総利益
      返品調整引当金繰入額

　　　返品調整引当金戻入額

２９，０１０
０

－

２８，７１７
－

１３

２９３
０

△１３

　　　差引売上総利益

Ⅲ　　営業収入

２９，００９

１，７６８

２８，７３０

１，６１２

２７９

１５６

　　　営業総利益

Ⅳ　　販売費及び一般管理費

３０，７７８

２３，４０７

３０，３４２

２３，４１２

４３５

△５

　　　営業利益 ７，３７１ ６，９２９ ４４１

Ⅴ　　営業外収益

      受取利息               ※1
      受取配当金

      雑収入

Ⅵ　　営業外費用
      支払利息

      社債利息
      社債発行差金償却

      社債発行費

      雑支出

５６６

１７０
４３

３５２

１，５８４
１，０７１

１２７
－

１９８

１８８

６３７

２４２
３１

３６３

１，８４７
９９４

４７２
３３

－

３４７

△７１

△７２
１１

△１０

△２６２
７６

△３４５
△３３

１９８

△１５８

　　　経常利益 ６，３５２ ５，７１９ ６３２

Ⅶ　　特別利益

      投資有価証券売却益

      貸倒引当金戻入益
      買取請求和解金

      厚生年金基金代行部分返上益

Ⅷ　　特別損失
      固定資産売却損

      固定資産除却損

      投資有価証券売却損
      子会社株式売却損

      投資有価証券評価損
      ゴルフ会員権評価損

      子会社株式評価損

      貸倒引当金繰入額
      子会社整理損

      特別退職金

４５５

３４２

２０
－

９２

４，１８２
１４

１，９８２

７
５５

１，５１８
－

２０

３８２
１７１

２９

６９６

７２

８９
５３３

－

４，３６１
－

９７８

１２
２５

１，５８６
６５

８５４

６８０
－

１５８

△２４０

２６９

△６９
△５３３

９２

△１７９
１４

１，００４

△５
３０

△６７
△６５

△８３３

△２９８
１７１

△１２８

　　　税引前当期純利益

       法人税、住民税及び事業税

　　  法人税等調整額

２，６２５

２７１

９５２

２，０５４

２２

９０５

５７０

２４９

４７

　　　当期純利益

　　　前期繰越利益
　　　中間配当額

１，４０１

６５２
３０９

１，１２７

４０２
２８７

２７３

２４９
２１

　　　当期未処分利益 １，７４４ １，２４３ ５０１
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利 益 処 分 案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　期　別

科　目

当事業年度
（自 平成14 年 3 月 1 日

　至 平成15 年 2 月28日）

前事業年度
（自 平成13 年 3 月 1 日

　至 平成14 年 2 月28日）
    増　減

当 期 未 処 分 利 益          　  　１，７４４ 　　  １，２４３  　   ５０１

合　　　　計 　　　１，７４４ 　　　１，２４３  　　 ５０１

これを次のとおり処分いたします

配 当 金          

取 締 役 賞 与 金          

任 意 積 立 金          

別 途 積 立 金         

　　　　　　　

　　　　　３０７

　（１株につき４円）

　

　

　　　　　  ５５

　

　

　

　　　　　７５０

　　　　　　　

　　　　　３０１

　（１株につき４円）

　

　

　　　　　  ４０

　

　

　

　　　　　２５０

           ６

       　１５

     　５００

次 期 繰 越 利 益          　　      ６３０ 　　      ６５２      　△２１

　　　　（注）１．平成１４年１１月 １日に３０９百万円（１株につき４円）の中間配当を実施いたし

　　　　　　　　　ました。

　　　　　　　２．利益配当金は、自己株式１，３６８，３９６株を除いて計算しております。
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売 上 高 及 び 営 業 収 入 の 内 訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 （単位　百万円：未満切捨）

当事業年度

(自平成１４年３月　１日

 至平成１５年２月２８日)

前事業年度

(自平成１３年３月　１日

 至平成１４年２月２８日)

増　　減
　　　　　　　期　別

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

衣　　料　　品

身　　回　　品

雑　　　　　貨

食　　　　　品

飲　　　　　食

そ　　の　　他

　 １０６，０１９

　　 ３２，０９１

　　 ４２，５６６

　　 １０，７４９

　   １３，５３１

　　 ３５，０１３

　　 ％
43.0

13.0

17.2

 　4.4

　 5.5

　14.2

　 １０７，８１４

　　 ３４，１３１

　　 ４３，２４８

　　 １１，０７５

　　 １２，９６３

　　 ３３，５１８

　　 ％
43.2

13.6

17.3

 　4.4

　 5.2

　13.4

 　△１，７９５

　 △２，０４０

   　　△６８１

　  　 △３２６

　　     ５６７

　   １，４９４

専

門

店

売

上

高
小　　　　　計 　 ２３９，９７１   97.3 　 ２４２，７５３   97.1 　 △２，７８２

劇　　　　　場

出　　　　　版

そ　　の　　他

　　　３，５０６

　　　　　 ３７１

　　　 １，０８６

　 1.4

 　0.2

 　0.4

　　　 ４，１９４

　　　　　 ３７０

　　　 １，２０６

　 1.7

 　0.1

 　0.5

　　　 △６８７

　　         ０

　 　　△１１９

そ

の

他

売

上

高 小　　　　　計 　　　 ４，９６５ 　 2.0 　　　 ５，７７１ 　 2.3      　△８０６

売　　上　　高　　計 　 ２４４，９３６ 　99.3 　 ２４８，５２５ 　99.4  　△３，５８８

営　　業　　収　　入 　　　 １，７６８ 　 0.7 　　　 １，６１２ 　 0.6  　　    １５６

合　　　　　　　　計 　 ２４６，７０５  100.0 　 ２５０，１３７  100.0  　△３，４３２

　　　（注）専門店売上高のその他はサービス等であります。
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重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　子会社株式…………………………移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの･･……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　より処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　　　　時価のないもの･･……………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　製 品      ……総平均法による原価法

　　　仕 掛 品      ……個別法による原価法

　　　貯 蔵 品      ……個別法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産　建物（建物附属設備は除く）………定額法

　　　　　　　　　　その他の有形固定資産  ……………定率法

　　　無形固定資産  定額法

　　　　　　　　　　なお、営業権については、商法に規定する最長期間（5 年）にわたる均等償却を行ってお

　　　　　　　　　　ります。ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（5 年）に基

　　　　　　　　　　づく定額法を採用しております。

　　　長期前払費用　定額法

４．繰延資産の処理方法

　　　社債発行費……支出時に全額費用処理しております。

５．引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による算定額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

（２） 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３） 退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、15 年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12 年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12 年）による定額

法により按分した額を費用処理しております。

（４） 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、役員退任慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

（５） 返品調整引当金

期末日以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金算入限度相

当額を計上しております。

（６） 単行本在庫調整引当金

出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の

規定による損金算入限度相当額を計上しております。

（７） 債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見積額を計上し
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ております。

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。

追加情報

（自己株式及び法定準備金取崩等会計）

    当期より「企業会計基準第１号 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平成 14 年 2 月 21 日

   企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響はありません。

  
（貸借対照表）

    当期より「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平成 14 年 3 月

    26 日内閣府令第９号）附則第２項ただし書きに基づき、｢資本準備金｣は「資本剰余金」の内訳、「利益準備金」

   「任意積立金」「当期未処分利益」は「利益剰余金」の内訳として表示しております。

（厚生年金基金の代行部分の返上）

   当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、セゾングループ厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年 4
   月 23 日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

   当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号）第 47
   －2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資

   産を消滅したものとみなして処理しております。

   当期末における返還相当額は、1,864 百万円であります。
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注 記 事 項

（貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　当事業年度末　　　　　　　　　　　　前事業年度末

※１．有形固定資産減価償却累計額　　　　　　　　５６，８４６百万円　　    　　　　　５５，４７２百万円

※２．関係会社に対する資産及び負債　　　　未払金　３，０２５百万円　　 　　   未払金　３，６２７百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※３．担保に供している資産

　　　　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，９３６百万円　　　　　　　　　　４，１８３百万円

　　　　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，４４５百万円　　　　　　　　　　４，４４５百万円

　　

　　　上記に対応する債務

　　　　長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　３，２６４百万円　　　　　　　　　　３，６３６百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内 1 年以内返済予定額 372 百万円）　（内 1 年以内返済予定額 372 百万円）

　

  ４．偶発債務

　（１）保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　２，４３０百万円　　　　　　　　　　３，８５２百万円

　（２）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務　　　              －                    ９，７００百万円

  （３）経営指導念書                              ５，４４７百万円                                  －

※５．会社が発行する株式及び発行済株式の総数

　　　会社が発行する株式数………普通株式 １３１，０００，０００株

　　　発行済株式総数………………普通株式   ７８，３０６，２８２株

※６．会社が保有する自己株式の数……普通株式  １，３６８，３９６株

  ７．発行済株式数の増加の内容

（１） 2004 年 8 月 31 日満期円建転換社債の転換請求権行使による株式数の増加

　　①発行株式数　　普通株式　　３，０１１，２５６株

　　②発行価額　　　１株につき４４４円

　　③資本組入額　　６６８百万円

　　

（損益計算書関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　当事業年度　　　　　　　　　　　　前事業年度

※１．関係会社に対する営業外収益　　     受取利息 　  ８３百万円            受取利息　　  ７６百万円
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リース取引関係

（単位　百万円：未満切捨）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　　　                                                           

当事業年度 前事業年度

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

期 末 残 高     

相 当 額     

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

期 末 残 高     

相 当 額     

器具及び備品   １,４００ ７２５ 　　 ６７５  １，８５１ １，１９６ 　　 ６５４

そ の 他               －          ―          ― 　　　 　６        ５          １

合　　　計   １,４００ ７２５ 　　 ６７５ 　１,８５８ １，２０２ 　　 ６５６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当事業年度　　　　　　　前事業年度

　　　（２）未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　１　年　内　　　　　　　　　　　２０８百万円　　　　　　２７２百万円

　　　　　　　　　　　　１　年　超　　　　　　　　　　　４８４百万円　　　　　　３９８百万円

　　　　　　　　　　　　合　　　計　　　　　　　　　　　６９２百万円　　　　　　６７１百万円

　　　（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　　　支払リース料　　　　　　　　　　２７８百万円　　　　　　３８０百万円

　　　　　　　　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　２５８百万円　　　　　　３５１百万円

　　　　　　　　　　　　支払利息相当額　　　　　　　　　　２２百万円　　　　　　　２３百万円

　　　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　（５）利息相当額の算定方法

　　　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

　　　　　　については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

                                                    　　　当事業年度　　　　　　　前事業年度

            未経過リース料

　　　　　　　　　　　　１　年　内                          ２百万円                ２百万円

　　　　　　　　　　　　１　年　超                    　    ４百万円                －百万円

　　　　　　　　　　　　合　　　計                          ７百万円                ２百万円
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税効果会計関係

                                                             

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

                                                                         （単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当事業年度    　　　　　　前事業年度

  繰延税金資産

      貸倒引当金損金算入限度超過額                          ７８６　　　　      　　　　６２５

      役員退職慰労引当金の損金不算入                        １２９　　　　　  　    　　１２８

      賞与引当金の損金不算入                                １５８　　　　　　  　　    １２６

      繰越欠損金                     　　　　　　　　　　　     －　　　　　　　  　　　４６５

　　　投資有価証券評価損の損金不算入                    １，５６６　　　　　    　  ２，１１１

　　　ゴルフ会員権評価損の損金不算入　　　　　　　　　　　　　８０　　　　　　　      　　８０

　　　退職給付引当金の損金不算入　　　　　　　　　　　　　　　２９　　　　　　　　　      ５３

　　　未払事業税否認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１　　　　　    　　　　    ８

      債務保証損失引当金の損金不算入                        １４７　　　　　　　    　  １４７

　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　　　３２４　　　　　　　　　　  ２７４

      その他                                                  ３３            　　　    １６３

      繰延税金資産合計                                  ３，２８３　　　　　　      ４，１８６

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　当事業年度           　 　　前事業年度

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ４２．１％                  ４２．１％

 （調整）

  交際費等永久に損金に算入されない項目　                ３．０％                    ２．０％

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目　          △０．４％                  △０．１％

　住民税均等割等　                                      ０．９％                    １．１％

　その他　                                     　       １．０％                  △０．０％

税効果会計適用後の法人税等の負担率                      ４６．６％                  ４５．１％
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役　員　の　異　動

　当社は企業経営について意思決定・監督機能と執行機能の分離をさらに明確化し、当社のみならずネットワー

ク企業を含め透明性の高いコーポレートガバナンス体制を確立するため、５月２４日開催の定時株主総会決議を

経て、改正商法の規定に基づき「委員会等設置会社」へ移行し、「指名委員会」「監査委員会」「報酬委員会」「 執

行役」を設置いたします。

 また、その時をもって昨年設置された現行の「指名委員会」「報酬委員会」は発展的に解消し、併せて 「監査役」

「監査役会制度」「執行役員制度」「特別諮問会議」を廃止いたします。

（１） 代表者の異動予定（５月２４日）

＜氏　名＞　　　　＜新＞　　　　　　　　　　　　　　＜旧＞

伊東    勇     取締役会議長                    代表取締役社長

               兼代表執行役社長                兼執行役員

坂口  俊郎     取締役                          代表取締役副社長

               兼代表執行役副社長事業部門担当  兼執行役員事業部門担当

　

（２） その他の役員の異動 （５月２４日）

＜氏　名＞　　　　＜新＞　　　　　　　　　　　　　　＜旧＞

藤島  基照     取締役                          専務取締役

               兼専務執行役機能部門担当        兼執行役員機能部門担当

吉岡    猛     取締役                          常務取締役

               兼常務執行役店舗運営局長        兼執行役員店舗運営局長

    小嶋　一美　　 取締役　　　　　　　            取締役

　　　　　    　 　兼常務執行役コーポレート室長    兼執行役員コーポレート室長

     
（３） 新任社外取締役候補 （５月２４日）＊別紙略歴参照

    松田  修一（現　顧問 /  商学博士 早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授）

    土岐  敦司（現  顧問 /  弁護士 第一東京弁護士会所属）

    宮澤  乘自（現  当社社外常勤監査役）

（４）新任執行役候補（５月２４日）＊別紙略歴参照

＜氏　名＞　　　　＜新＞　　　　　　　　　　　　　　＜旧＞

山田  潤一      執行役ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ事業局長        執行役員ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ事業局長

新納  瑞穂      執行役人材統括局長             執行役員人材統括局長

村田  真人      執行役事業開発局長             執行役員事業開発局長

海永  修司      執行役施設局長                 執行役員施設局長

大倉  正美      執行役宣伝局長                 執行役員宣伝局長

    平出  浩朗      執行役財務統括局長             執行役員財務統括局長
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（５）委員会人事（５月２４日）

      ①指名委員会　　委員  　土岐　敦司（社外取締役）

　　　　　　　　　　　委員　　松田　修一（社外取締役）

　　　　　　　　　　　委員　　大野　宗彦（社外取締役）

　　　　　　　　　　　委員　　伊東　　勇（取締役会議長）

      ②監査委員会　　委員  　宮澤  乘自（社外取締役)
　　　　　　　　　　　委員　　松田　修一（社外取締役）

　　　　　　　　　　　委員　　土岐　敦司（社外取締役）

                      委員    大野　宗彦 （社外取締役）

　　  ③報酬委員会　　委員  　松田　修一（社外取締役)
　　　　　　　　　　　委員　　土岐　敦司（社外取締役）

　　　　　　　　　　　委員　　大野　宗彦（社外取締役）

　　　　　　　　　　　委員　　伊東　　勇（取締役会議長）

       
（６） 退任予定監査役 （５月２４日）

        宮田  明一

        松本康太郎

        宮澤  乘自（当社社外取締役就任予定）

以  上
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参考資料

　　　　　　　　・社外取締役候補略歴

                ・執行役候補略歴

                ・ 2003 年度上期組織図
                                （委員会等設置会社移行後）
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＜社外取締役候補 略歴＞

　　　　　　　　　　　　　                まつ だ 　 しゅういち

松田　修一

昭和１８年１０月１日生

　　　　　　　　　　　　　　　　                                   早稲田大学大学院

                                                                     商学研究科博士課程

                                                                     昭和４７年３月修了

＜　職　　歴　＞

　　昭和４８年１２月　　　監査法人サンワ事務所（ 現 監査法人トーマツ）入社

　

    昭和６１年  ４月      早稲田大学システム科学研究所助教授

　　平成　３年　４月　　　同研究所教授

    平成　５年　４月　　　早稲田大学アントレプレヌール研究会発足、代表世話人就任

　　平成　９年　４月      早稲田大学アジア太平洋研究センター教授

　　平成１０年　４月　　　早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授 （M O T 担当）（現任）

    平成１０年１０月      日本ベンチャー学会設立、副会長就任

　　　

    平成１４年　３月      株式会社パルコ顧問（現任）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                            以 上
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＜社外取締役候補 略歴＞

と  き　 　あつ し

土岐　敦司

昭和３０年５月１９日生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             早稲田大学  法学部

  昭和５４年３月卒業

＜　職　　歴　＞

　　昭和５８年　４月　　　弁護士登録 （第一東京弁護士会）

                          
　　平成  元年　４月　　　奥平 ・土岐法律事務所（ 現 明哲綜合法律事務所）開業

　　平成１１年  ８月　　　法制審議会商法部会（現 会社法部会）幹事就任

　  平成１４年　３月      株式会社パルコ顧問（現任）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           以 上
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＜社外取締役候補 略歴＞

みやざわ

宮澤　
じょうじ

乘自

昭和１４年４月９日生

静岡大学文理学部

昭和３８年３月卒業

＜　職　　　歴　＞

　　　昭和３８年　４月　　　株式会社日本勧業銀行　　入行

　　　昭和６０年　４月　　　株式会社第一勧業銀行　　パナマ支店支店長

　　　昭和６３年　８月　　　　　同　　行　　　　　　財務サービス部部長

　　　平成　４年　４月　　　　　同　　行　　　　　　検査部検査役

　　　平成　６年　５月　　　株式会社パルコ　　　　　常勤監査役（現任）

以 上
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＜執行役候補 略歴＞

やまだ

山田　
じゅんいち

潤一

昭和２２年１０月３０日生

早稲田大学第一政治経済学部

昭和４５年３月卒業

＜　職　　歴　＞

　　　昭和４７年　４月　　　株式会社西武百貨店　入社

　　　平成　元年　９月　　　株式会社パルコ　　　オペレーション本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロモーション局劇場部長

　　　平成　５年　９月　　　　　同　　社　　　　事業本部事業局制作部長

　　　平成　８年　５月　　　　　同　　社　　　　取締役営業本部事業部長

　　　平成１０年　３月　　　　　同　　社　　　　取締役事業局長

　　　平成１２年　３月　　　　　同　　社　　　　常務取締役事業本部長

　　　平成１２年　９月　　　　　同　　社　　　　常務取締役事業局長

　　　平成１４年　３月　　　　　同　　社　　　　執行役員エンタテインメント事業局長 （現任）

                                                                      以 上
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＜執行役候補 略歴＞

にいろ

新納　
み ず ほ

瑞穂

昭和２０年１２月１７日

早稲田大学商学部

昭和４３年３月卒業

＜　職　　歴　＞

　　　昭和４３年　４月　　　株式会社西武百貨店　　入社

　　　平成　４年　３月　　　株式会社パルコ　　　　総合企画室次長

　　　平成　４年　５月　　　　　同　　社　　　　　取締役総合企画室次長

　　　平成　７年　５月　　　　　同　　社　　　　　取締役管理本部経理財務局長

　　　平成１０年　４月　　　　　同　　社　　　　　取締役経理局長兼監査室長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　平成１２年　３月　　　　　同　　社　　　　　取締役総合企画室関係会社企画部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼監査室長

　　　平成１２年　９月　　　 　 同　　社　　　　  取締役総務人事局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　平成１４年　３月　 　 　　同　　社　　　 　 執行役員人材統括局長 （現任）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                                                             以 上
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＜執行役候補 略歴＞

むらた

村田　
ま こ と

真人

昭和２６年５月１日生

学習院大学法学部

昭和５２年３月卒業

＜　職　　歴　＞

　　　昭和５２年　４月　　　株式会社パルコ　　　入社

　　　平成　６年　９月　　　　　同　　社　　　　営業本部店舗運営局新規企画部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　平成　７年　５月　　　　　同　　社　　　　調布パルコ店次長

　　　平成　９年　３月　　　　　同　　社　　　　調布パルコ店長

　　　平成１０年　３月　　　　　同　　社　　　　業務推進室長

　　　平成１０年　５月　　　　　同　　社　　　　取締役業務推進室長

　　　平成１１年　３月　　　　　同　　社　　　　取締役総合企画室関係会社企画部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　平成１２年　３月　　　　　同　　社　　　　取締役新規開発局長

　　　平成１４年　３月　　　　　同　　社　　　　執行役員ストアプランニング局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      平成１５年  ３月          同    社        執行役員事業開発局長（現任）

                                                       

                                                                       以 上
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＜執行役候補 略歴＞

かいなが

海永　
し ゅ う じ

修司

昭和２９年７月２２日生

立教大学法学部

昭和５５年３月卒業

＜　職　　歴　＞

　　　昭和５９年　３月　　　株式会社パルコ　　　入社

　　　平成　６年　５月　　　　同　　社　　　　　総合企画室関連事業部部長代理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　平成　８年　９月　　　　同　　社　　　　　総合企画室部長

　　　平成　９年　３月　　　　同　　社　　　　　総合企画室企画部長

　　　平成１０年　５月　　　　同　　社　　　　　取締役総合企画室企画部長

　　　平成１２年　９月　　　　同　　社　　　　　取締役新規開発局長

      平成１３年１０月　　　　同　　社　　　 　 取締役池袋店長

　　　平成１４年　３月　　　　同　　社　　　　　執行役員池袋店長

      平成１５年  ３月        同    社          執行役員施設局長（現任）

以上
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＜執行役候補 略歴＞

おおくら   まさよし

大倉 正美

昭和２１年１２月１８日生

横浜国立大学教育学部

昭和４５年３月卒業

　　　　　　　　　　　　　　　　＜　職　　歴　＞

　　　昭和４８年　５月　　　株式会社パルコ　　  入社

      平成　６年  ５月　　　    同    社　　　　熊本パルコ店長

　　　平成　８年　３月　　 （株）ストレイツ・パルコ・リテール ・マネジメント　出向

　　　平成１１年　３月　　　株式会社パルコ　　　営業統括局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　平成１２年　３月　　　　　同　　社　　　　吉祥寺パルコ店長

　　　平成１３年　３月　　　　　同　　社　　　　広報室長

　　　平成１３年１０月　　　　　同　　社　　　　宣伝局長兼広報室長

　　　平成１４年　３月　　　　　同　　社　　　　執行役員宣伝局長 （現任）

                                                                                以 上
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＜執行役候補 略歴＞

ひらいで　 こうろう

平出　浩朗

昭和３３年９月１７日生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 一橋大学法学部

昭和５６年３月卒業

＜　職　　歴　＞

　　　　昭和６３年　６月　　　株式会社パルコ    入社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　平成１１年　３月　　　　同　　社　　　　財務局財務部長

　　　　平成１３年　９月　　　　同　　社　　　　経理財務局経理部長

　　　　平成１４年　３月　　　　同　　社　　　　財務統括局マネジャー

                                               （予算・主計担当）

        平成１５年　３月　　　　同　　社　　    執行役員財務統括局長（現任）

　　　                                                         
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       以 上



内部監査室

機能部門担当

株主総会

社       長

経営会議

取締役会

施    設    局

人材統括局

財務統括局 エンタテインメント事業局
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沢

宇
都
宮

札
幌

事業開発局店舗運営局

伊東代表執行役社長

事業部門担当

坂口代表執行役副社長　藤島専務執行役

吉岡常務執行役

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ室

小嶋常務執行役

　海永執行役

山田執行役 村田執行役

新納執行役

平出執行役

　　　　　 　　

2003年5月24日

指名委員会

監査委員会

報酬委員会

宣    伝    局

　　大倉執行役

委員会事務局

＜取締役会＞
取締役会議長  伊東  勇
取締役              坂口 俊郎
取締役              藤島 基照
取締役              吉岡  猛
取締役              小嶋  一美
社外取締役      大野  宗彦
社外取締役      松田  修一
社外取締役      土岐  敦司
社外取締役      宮澤  乘自

小
田
切

市
川

泉
水

小
林

村
山

平
野

可
児
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辺

竹
下
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永
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中
村

上
田

阿
部

佐
藤

山
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牧
山

■(株)パルコ ２００３年度上期 組織図

新規企画担当        
ｽﾄｱﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ担当   
さいたまPJ            
西鹿児島PJ          
国際PJ                 
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞPJ         

店舗運営担当 

                     
音楽・映像・出版担当

劇場担当

経理・財務担当       
事務・システム担当 

総務担当    
人事担当    

建築企画担当            
ビルメンテナンス担当  
管財担当                    

店舗ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ担当    
セールスプロモーション担当   

経営企画担当
情報企画担当

（委 員 会 等 設 置 会 社 移 行 後 ）


